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第 1 部

I．緒言

　少子高齢化の進む日本において、核家族化の進展や後期高齢者の長寿化は独居率の増加を

もたらし 1）、介護・福祉的課題の一つである。その中で、近年「孤独死」が注目される事態

となった背景には、前述の人口的家族的構造の変化に加え、価値観の多様化やセイフティー

ネットなど社会制度の脆弱化、地域コミュニティの希薄化が挙げられる。「孤独死とは、誰に

も看取られず死亡すること、特に一人暮らしの高齢者が自室内で死亡し、死後しばらく経っ

て初めて遺体が発見されるような場合についていう」（大辞林）と定義されているが、核家族

化が進んだ 1970 年代に初めて報道が登場し 2）、1974 年には初の全国的調査として「孤独死

老人追跡調査報告書（全国社会福祉協議会）」が出されている。以降もマスメディアに度々取
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り上げられていた 3）が、1995 年の阪神淡路大震災を契機に孤独死の発見が相次ぎ、関連記

事も急増した 4）。1997 年には、「孤独死いのちの保障なき社会福祉の縮図－仮設住宅におけ

る壮年層の暮らしと健康の実態調査報告書（生活問題研究会）」が出されて、住環境の変化や

悪化とともに隣人の異変に気づかない人的交流の疎遠、すなわち地域コミュニティの希薄化

が指摘され、「孤独死」としての言葉も定着した。さらに、2005 年千葉県松戸市の「常盤平

団地における孤独死問題」が NHK で放映され、大きな反響を呼び社会的関心も高まった。

2007 年には、北九州市において生活保護が受入れられず孤独死するという事例も発生し、生

活保護対象者などの社会的弱者の貧困問題や健康問題とも関連し、地方では限界集落といわ

れる超高齢地域のネットワーク維持の限界も生じており、社会問題化してきた。しかし、孤

独死はマスコミに作られた造語である 5）という指摘のとおり、学術的・統計的検討がなされ

ていないため、その定義をめぐっては様々な解釈がなされている 6）。また法的にも明確な定

義はされておらず、「異状死」として扱われている。

　一方、内閣府は 1980 年から 5 年ごとに「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」を

実施し、60 歳以上の高齢者を対象にその生活形態や意識、人間関係等について調査している。

最近の 2005 年調査において、人間関係の国際比較で日本の高齢者層は心の支えを配偶者

（パートナー）とする比率が最も高く、近所と物のやり取りでつながっており、相談する親し

い友人がいる比率が低いという結果（表 1）が判明した。特に、友人・同僚・その他地域や

グループの付き合いに関して、「全くまたはめったに付き合わない」 と答えた比率が OECD

諸国で最も高いことから、①同居している夫婦や家族を超える人間関係が他国と比較して希

薄である②社会的孤立度が高いという特徴がある 7）。これを受けて、厚労省は 2007 年から

「孤立死ゼロ・プロジェクト」を開始し、2008 年 3 月「高齢者が一人でも安心して暮らせる

コミュニティーづくり推進会議（「孤立死」ゼロを目指して）報告書」を公表した 8）。その中

で「孤立死」発生に対応するには行政では限界があるうえ、死後に関わる経済的・人的負担

やコストが大きいとして、予防型コミュニティーづくりを提言している。

　（表 1）高齢者の人間関係の国際比較
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心の支えとなっている人（複数回答） 単位：％

フランスドイツ韓　国米　国日　本

48.149.052.747.364.01 配偶者あるいはパートナー

66.950.062.667.053.22 子供（養子を含む）

3.35.118.616.811.53 子供の配偶者あるいはパートナー

28.410.97.326.918.44 孫

11.110.96.929.911.45 兄弟・姉妹

12.411.13.821.36.76 その他の家族・親族

25.430.910.641.213.17 親しい友人・知人

0.11.50.91.51.28 その他

5.07.94.23.51.99 誰もいない

資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（2005 年）



　以上のように、「孤独死（孤立死）」は、今なお社会的問題として重要であり、その要因や

背景には、少子高齢社会における日本の家族意識や経済、地域コミュニティーの脆弱化など

が垣間見られる。我々の将来、自分自身あるいは身近で起こりうる（既に起こっているが無

関心でいる）状況から、孤独死（孤立死）の状況を正しく認識し、生活環境の見直しやコミュ

ニティーの新たな形成が必要である。地域福祉という観点からも「地域コミュニティーの希

薄化」は重要な課題であり、その究極の形として孤独死（孤立死）があると思われるが、｢孤

独死｣に関して、特定地域での調査や取り組みの報告・記事は増えているものの、定義も含め

てその背景や発生要因など未だ明確にはなっておらず、先行研究も少ない 9）。本研究では、

過去の事例・調査・研究などからレビューをおこない、（1）孤独死（孤立死）の概念定義を

試みる、（2）その発生要因や背景となる生活要因について検証を試みることを目的とする。

II．孤独死（孤立死）に関する文献検討

　孤独死・孤立死に関する文献を各種データベースにて検索すると、2009 年 12 月現在、

　・キーワード「孤立死」　　3 件（CINII，国会図書館雑誌検索，NACSIS なし）

　・キーワード「孤独死」　　91 件（CINII，国会図書館雑誌検索）

　　　　　　　　　　　 　　14 件（NACSIS）

                　　　　　　        1 件（社会老年学データベース）　　

の延べ 106 件が挙げられた。それらを精査し、個人的備忘録や政治的記事、支援方法のみに

特化しているものについては対象から削除し、重複する記事・論文を集約した結果、実質 50

件に整理された。また、和書は参考にとどめることとした。その上で、これらの文献を「記

事」「報告」「研究」に分類した。その基準は、以下の通りである。

　・ 記事：著者の考え感想を主に述べたもの

　・ 報告：事例やデータの記載があるもの

　・ 研究：論文の形式をとり研究目的が明らかなもの

分類した結果を以下に示す。

1） 年度別・種類別文献数（50 件の内訳）
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　年度ごとの総数では、2005 年、千葉県松戸市の「常盤平団地における孤独死問題」が NHK

で放映された年に多くなり、社会的関心も高まっている。さらに2007年、北九州市において

生活保護が受入れられず孤独死するという事例が起き、厚労省の孤立死ゼロ作戦が開始され

た年に再燃している。また、種類別に見ると「記事」が最も多く、ついで「研究」「報告」の

順になっている。

2） 孤独死の割合

　これらの文献から孤独死自体は本当に増えているのか、その割合はどのくらいかという点

についてその記載を引用する。（丸数字は文献番号）

②東京都監察医務院ホームページによると、異状死の高齢者割合 H14 年 52％から H18 年

58.8％に増加。

④ UR 都市機構によると、総数で 1999 年 227 人から 2006 年 517 人と 2.5 倍、内 65 歳以上

の比率 94 人から 326 人と 3.5 倍になり、発生件数の増加傾向、その中で高齢者の増加が

著しい。

⑤東京都監察医務院の 2002 年（H14 年）データによると、検案数 15000 件内 65 歳以上

52％（独居 35％、自宅死 75％）で、1989 年に比して独居高齢者数が 3 倍以上になってい

る。

⑪東京都監察医務院資料より、65歳以上の一人暮らしの人が自宅で孤独死した人数は、2001

に比べて 2005 年には 535 人も増えている。

　都営住宅での孤独死数は、2004 年度 313 人、2005 年度 327 人、2006 年度 357 人と年々

増加。

�全検案数に占める高齢者の割合は、2001 年 50％から 2004 年 55％に至った。75 歳以上の

群の増加割合が大きくなっている。

�公営住宅管理自治体 568 において、都道府県で約 70％、市区町村で約 35％孤独死が発生

�仮設住宅解消までのおよそ 5 年間に県警の発表では約 230 件の孤独死が、2004 年までの

5 年間に復興住宅での孤独死は 316 件に及んでいる。

�独居高齢者の孤独死は平成 12 年度異状死体の 24.1％を占め、年々増加傾向にあった。

�過去 23 年間のデータから、孤独死の急増が認められる。（約 6 倍）

�生活保護世帯の孤独死も急増。（1997 年大阪市 138 人、秋田市 15 人、昭島市 20 人）

�四国における孤独死は、過去 18 年間を通して増加傾向が著しく、1977 年～ 1994 年で孤

独死 6.6 倍。

など、全体を通じて増加し、特に高齢者割合が増加していることがわかる。

　　　

3）孤独死の定義に関する検討

　孤独死の定義をめぐっては、様々な解釈がなされている。その主なものは 11 種類である。
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a）額田医師（1999）：低所得で慢性疾患に罹患、完全に社会的孤立して劣悪な環境で（看

取られなき＊）病死及び自死（vs 独居死：独居でも交流がある人の看取られなき突然死）

b）厚生労働問題研究会（2004）：社会的に孤立し十分なケアがないまま看取る人が無く死

亡

c）高橋・塩崎他神戸大工学部（2005）：自宅内で誰にも看取られずに亡くなった自死を含

む死

d）新宿区（2006）：2 週間に一度以上見守りが無い独居または高齢者世帯（各種サービス

利用、通院、他者と一定の接触あり、自殺は除く）の死

e）東京新聞（2006）：ひとり暮らしで誰にも看取られず自宅で死亡した場合

f）大澤（2006）：ひとり暮らしや家族がいても不在時に誰にも看取られず死を迎えた場合

（敷地内で倒れ救急搬送されても心拍再開が無い）

g）UR 都市機構（2007）：単身居住者が住宅内で看取りなく死亡（自殺他殺除く）　　

h）佐々木（2007）：ひとり暮らしで誰にも看取られず自宅でなくなった場合（自殺は含ま

ず）

i）高尾（2008）：日常的に社会的つながりが無く孤立状態で、誰にも看取られず居宅で死

亡（自殺を含めず）

また孤独死ではなく、幅広い対象を含む「孤立死」として

j）厚生労働省（2007）：高齢者世帯や要介護高齢者、中年の独身男性世帯など社会的に孤

立した結果、（看取られず＊）死後長期間放置された場合

k）松宮他（2008）：社会的に孤立している一人暮らしの人が自宅で誰にも看取られず死亡

    （＊：筆者加筆）

がある。これら孤独死（孤立死）の定義から、共通するキーワードを整理すると次のように

なる。

�　自宅（敷地内）での死亡：言及は 7/11 件である。

�　看取りなし：言及は 11/11 件である。（j: 言及はないが、看取られぬまま死後放置に至

るは明らか）

�　一人暮らし（独居）：言及は 7/11 件である。

�　社会的孤立（ケアがない、一定の接触なく、社会的つながりなく）：言及は 6/11 件で

ある。

�　自殺の有無：言及は 6/11 件で、含めず 4 件・含む 2 件である。

これら定義にまつわる 5 項目について、文献から抽出した孤独死のデータをもとに検証する。

（丸数字は文献番号）

� 発見場所について、自宅（敷地内）なのか

　孤独死データ（以下、データという）では、9 割がた自宅（仮の住まいも含む）で起こっ

ているが、監察医務院の検死データの場合は対象が広く、必ずしも自宅とは限らず 46％～
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75％に留まっている。孤独死調査の場合一人暮らしを対象とするものが多いため、自宅比率

が高いのは当然といえるが、高齢者の 8 割が在宅生活を送っている実態 10）や、入院入所の

場合はほぼ終日職員等の目が届いていることから、自宅（敷地内）とするのが妥当であると

思われる。

� 看取りの有無について

　データでは、看取りがなされたのかは明確にはされていないが、文献には以下のような記

載がある。

②高齢者の看取られない死は、必ずしも独居者とは限らず、同居家族が居ても起こりうる。

�異状死：確実に診断された病死以外のすべての死をいう。具体的には医師の診断の無い場

合、診断を受けても死因不明、現病歴とは異なる原因、死亡時の状況に異状、伝染病・中毒

など、外因の疑いがある、死体になって発見された場合であり、よって孤独死はほぼ異状死

に該当する。

　日本の法律上、死の判定は医師がおこない、死亡診断書（検死検案書）が必要である。そ

の点から勘案すれば、看取りのない死＝異状死になる確率が高い。しかし、監察医務院制度

という死体検案に当たるシステムを持っているのは、東京 23 区と横浜、名古屋、大阪、神

戸市しかない 11）。そのため、全国規模での把握は難しい現状があるものの、ある定義のいず

れも「看取り無き」 をあげていることから、孤独死における基本的概念を構成する要件とい

えよう。

�　世帯構成（一人暮らし＝独居）について

　孤独死という場合、そのほとんどは独居（一人暮らし）を基本としているように思われが

ちだが、ここには大きな落とし穴がある。事例以外のデータをみると、最初から独居のみを

対象にしている調査が 6 つありバイアスがかかっていることがわかる。上記異状死を扱う検

死報告では独居以外を含めており、独居率について記載がみられる（独居率は 24％～ 54％

の範囲で平均 34％）。また、文献には

②　独居事例は病死が多く、発見までの時間が長い。

�　独居者では病死が多く、独居生活と死後発見までの経過時間との長短に関連が強い。

とあり、死因や死後発見に至る経過時間に特徴があることが判明しているものの、独居＝孤

独死といえるデータは見当たらなかった。つまり、独居であることは、孤独死のリスクを高

めることにはなっても必ずしも十分条件ではないといえる。

�　孤立や交流の有無について

　データにおいて、孤立の程度や交流に関する記載は少ない。医療や福祉サービスを利用し

ていれば保健師・看護師が、生活保護受給者ならケースワーカーが関わっているが、利用者

が出向いた時あるいは何らかの必要性や要請があったとき訪問するくらいで、毎日通ってい

ても孤独死は起こる 12）。文献には交流や孤立に関する以下の記載がある。

①一人暮らしの高齢者は女性が 8 割以上を占め、団地内の近所との親しく接触頻度も高い。
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男性の 6 割は頼れる人がいないことから、男性の交流の無さ、女性も高齢化により参加に

限界がある。

④東京都港区で 16.8％、横浜市鶴見区で 28.4％に「病気やからだが不自由になった時、誰も

着てくれる人がいない」状態の孤立が認められる。

⑧常盤平団地における孤独死事件にみられる類似性に、友人知人がない、親族との関係を

断っている、近隣との付き合いがない、1 週間以上他人とのコミュニケーションがない人

が多いなどがある。

⑫内閣府「世帯類型に応じた高齢者の生活実態に関する意識調査」（2005）では、「頼れる人

がなく一人きり」との回答が一人暮らし 30.7％、「親しい友人はいない」は一人暮らし

26.9％、夫婦世帯 27.3％、その他世帯 26.2％であった。

�阪神大震災が残した教訓の一つは、地域コミュニティー機能を維持することの大切さ。

�徳島県には過去 18 年間孤独死ゼロの地域があり、そこでは藩政の昔から地域の老いを支

えるネットワークが今に残っている。

�高齢単身や高齢夫婦世帯に孤立レベルが最も高いわけではない。転居以前の居住年数が長

くなるほど、孤立レベルの高い世帯が多くなる傾向にある。また、孤立レベルの高いほど

対人関係（行き来）が疎遠になっている。 

これらのことから、孤立や交流の程度は孤独死に大きく関わっているといえる。

�　自殺の有無について

　自殺率について記載のある 13 データの平均は 9％であった。つまり、孤独死調査において

自殺は決して多くない。11 の定義でも「含める」としたのは 2 案のみであること、自殺に関

しては既に統計的データがあり（年間 3 万人以上）その対策も多数あることから、孤独死に

おいては含めない方が妥当と思われる。

以上、定義について検討結果、孤独死（孤立死）とは、

　「社会との交流が少なく孤立し、誰にも看取られず自宅敷地内で死亡し、死後発見される場

合」

とするのが適当と考えられた。なお、今まで暫定的に使用した「孤独死」という用語につい

て、厚生労働省により「孤立死」という用語も創設され、検討の余地を残している。この点

ついては、第 2 部に詳細な解説および論考をおこなうこととする。また、年齢について定義

上はふれられていないが、検死記録以外の孤独死の調査では概ね 50 代からを扱っており、こ

の点については、以降のⅢにおいて検証する。

III．孤独死（孤立死）に関連する要因の検討

　ここからは、データの一部から孤独死に関連する要因について分析する。（丸数字は文献

番号）
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1）性別（男女比）

　常盤平団地における孤独死事件にみられる類似性に男性の割合が多い 13）とあるが、データ

から 50-60 代の孤独死は男性が多く、全体の割合も男：女＝ 6：4 あるいは 7：3 と男性が多

くなっていた。しかし、逆転している結果 14）もあり、さらに一部の文献中データを分析す

ると、

③孤独死の男女比について、有意差があり関連が認められた（p=0.04 ＜ 0.05）。男性の前期

高齢者（65-74 歳）が孤独死する確率は、女性の 2.8 倍と高くなっている。

　

�山形県警検死記録では、65 歳未満と 65 歳以上（高齢者）の男女比には、有意差はなく関

連は認められなかった（p ＞ 0.05）。

という結果となり、高齢者対象の孤独死調査においては、前期高齢者に男性が多い傾向にあ

るが、全年令対象の検死統計上は男性が特に多いとは言えない。現時点では男女比の差はな

いと思われる。

2）看取りの有無と関連する要因

　前述のとおり、孤独死とは「誰にも看取られず」という側面を基本としているが、看取り

の有無について捉えたデータはほとんどなく、唯一文献 47 に認められた。そこで、あらため

てそのデータを分析し、孤独死（看取りなし）に関連する要因を以下に示す。

・男性が看取りなしの確率は、女性の約 1.6 倍

・前期高齢者が看取りなしの確率は､後期高齢者の約 1.5 倍
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合　計女　性男　性男女比
381028前期高齢者
341717後期高齢者
722745合　計

2.800オッズ比

合　計女　性男　性男女比
3796031964 歳以下
47824223664 歳以上
857302555合　計

合　計女　性男　性男女比
669434235看取りあり
1337261看取りなし
302506296合　計
1.565オッズ比P<0.05

合　計後期高齢者前期高齢者年代
661388273看取りあり
1326567看取りなし
793453340合　計
1.465オッズ比P<0.05



・独居歴 10 年未満の人が看取りなしの確率は、10 年以上の人の 1.5 倍

なお、独居になった理由としてやむなし・選択の場合、既婚・未婚との関連は認められなかっ

た。

・親族が無い人が看取りなしの確率は、親族がある人の約 2.7 倍

なお、子供の有無との関連は認められなかった。

・月 1 回以上親族と交流を持つ人が看取られる確率は、交流が全くない人の 2 倍

・年 1・2 回以上親族と交流を持つ人が看取られる確率は、交流が全くない人の 2.7 倍

・居住年数 3 年未満の人が看取りなしの確率は、3 年以上の人の 2.2 倍

・居住年数が 5 年未満の人が看取りなしの確率は、5 年以上の人の 1.7 倍

なお、居住年数 10 年以上・未満での関連は認められなかった。また、持ち家・借家住まい

や居住階（但しこの当時 4 階以上のデータなし）との関連は認められなかった。
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合　計10年以上10 年未満独居比
640332308看取りあり
1255273看取りなし
765384381合　計
1.513オッズ比P<0.05

合　計なしあり親　族
66922647看取りあり
13311122看取りなし
80233769合　計
2.652オッズ比P<0.01

合　計なし月１回以上親族間交流頻度
40349354看取りあり
801862看取りなし
48367416合　計
2.097オッズ比P<0.05

合　計なし年１・２回親族間交流頻度
1454996看取りあり
311813看取りなし
17667109合　計
2.713オッズ比P<0.05

合　計３年以上３年未満居住年数
65260349看取りあり
13011020看取りなし
78271369合　計
2.237オッズ比P<0.01

合　計５年以上５年未満居住年数
65255399看取りあり
1309931看取りなし
782652130合　計
1.749オッズ比P<0.05



・近隣との交流が全くない人が看取りなしの確率は、行き来のある人の 2.3 倍

なお、緊急連絡手段の有無や行事の参加、サービス利用の有無との関連は認められなかった。

・不慮の死の場合看取りなしの確率は、病死の 48 倍

・突然死の場合看取りなしの確率は、患った末の死の約 17 倍

なお、病死の中で多いとされる心疾患・脳卒中との関連は認められなかった。

・緊急措置がない場合看取りなしの確率は、ある人の 6 倍

・看取りなく自宅で死亡する確率は、自宅以外（の施設や病院）で死亡する人の 4 倍

　以上の結果から、孤独死は「男性」「前期高齢者」「独居歴 10 年未満」「親族が無い」「交

流が全くない」「居住年数が 5 年未満（3 年未満）」「近隣との交流が全くない」「不慮の死」

「突然死」「緊急措置がない」「自宅」と関連があり、特に倍率が高かったのは「不慮の死」

「突然死」「緊急措置がない」「自宅」であることが判明した。

　「不慮の死」には、①⑤入浴死②�焼死�転倒転落・窒息が挙げられており、「突然死」は

心疾患の可能性が高いことから、これらが疑われる高血圧・うつ病・ADL 低下・嚥下障害・

心疾患（不整脈）を持つ人の医療的管理を十分におこなうことが求められる。また、「緊急措

置」をおこなうためには、緊急時通報システムが必要であり、現在、無線式ペンダントが用
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合　計互いに行き来全くなし近隣交流
42738938看取りあり
766214看取りなし
50345152合　計
2.312オッズ比P<0.05

合　計不慮の死病　死死　亡
6524648看取りあり
1182791看取りなし
77031739合　計

48.066オッズ比P<0.01

合　計患　死突然死病　死
64659848看取りあり
913952看取りなし
737637100合　計

16.611オッズ比P<0.01

合　計な　しあ　り緊急措置
5855580看取りあり
39237看取りなし
6247617合　計
6.270オッズ比P<0.05

合　計自宅以外自　宅場　所
669401268看取りあり
1333697看取りなし
802437365合　計
4.032オッズ比P<0.01



いられているが（上記データの調査年（1974）当時、連絡方法としてベル・インターフォン

となっていた）、�誤作動が多く携帯していない、�自治体がシステムを持っていても設置し

ていない（56％）、設置していても使用することなく死亡した例があり、 今後、さらに改良

改善が求められる。

　「自宅」について、孤独死データでは 9 割がた自宅で死亡していたが、当調査結果では、

孤独死（看取りなし）は 7 割がた自宅死で、施設や病院でも起きていることがわかる。

　属性では、「男性」かつ「前期高齢者」の孤独死する確率がやや高いことが判明し、孤独死

データを裏付ける結果である。さらに、「独居歴 10 年未満」で一人暮らしにたけておらず

「親族が無い」「交流が全くない」人、「居住年数が 5 年未満（3 年未満）」のまだ周囲の環境

に馴染みのない人も 2 倍前後のリスクがあることがわかった。

3） 生活環境

　阪神淡路大震災後、仮設住宅入居者の孤独死が相次ぎ、その生活環境は高齢社会における

問題構造の縮図 15）と言われ、仮設住宅での暮らしと健康に関する実態聞き取り調査がおこな

われた 16）。孤独死の発生率は地域差が見られ、その要因には�独居高齢者の割合�入居者の

健康状態�コミュニケーションの有無の 3 つがあげられるが 17）、生活環境が与える影響につ

いて統計的分析はされていない。今回あらためて文献 46 からデータを抽出し、無職の独居

生活者男女について比較した（表 2、3 参照）。

　この結果、無職の独居女性は経済的心配があり外出できず、独居男性は就職できずローン

をかかえ医者にもかかれず、家事ができず生活に困り、付合いや近所との交流・会話も少な

いという生活像が浮かび上がった。この調査は震災後 2 年を経過した時点で、まだ十分立ち

直れていない可能性もあり、特殊な状況にあったといえるが、無職で住居が定まらない環境

は不況によるリストラなど、失職者・生活保護受給者等が急増している現在の問題に該当す

ると考えられ、「無職」が新たなリスク要因になることを示唆している。
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（表２）無職の独居生活者男女の生活調査結果より筆者作成

（表３）

IV．まとめ 

1） 男性の前期高齢者が孤独死する確率は、女性の 2.8 倍と高くなっているが、孤独死の定

義には年齢は入っておらず、現時点では男女比の差はないといえる。

2） 孤独死は「男性」「前期高齢者」「独居歴 10 年未満」「親族が無い」「交流が全くない」

「居住年数が 5 年未満（3 年未満）」「近隣との交流が全くない」「不慮の死」「突然死」

「緊急措置がない」「自宅」との関連があり、特に倍率の高かったのは「不慮の死」「突然

死」「緊急措置がない」「自宅」である。
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＊＊＊男＞女相談相手なし＊＊＊男＞女医療費高

＊男＜女外出なし＊男＞女就職困難

＊＊男＞女近所付き合いなし＊＊＊男＞女家事処理

＊＊＊男＞女会話少＊＊＊男＞女ローン返済

（＊ｐ <0.05，＊＊ <0.01，＊＊＊ｐ <0.001）＊＊男＜女家計赤字



3） 不況による失職者・生活保護受給者等が急増している現在、「無職」が新たなリスク要因

になる。

注
1）2005 年国勢調査によると、65 歳以上の高齢者の独居率は 15.1％，405 万人であり、2025 年は 680

万人と予想されている。

2）1971 年 7 月朝日新聞記事「老人“孤独の死”2 週間後発見」がある。

3）1971 年 7 月朝日新聞の特集、1977 年 1-11 月「老いのすべて」高知新聞、2006 年 5-6 月「孤独死を
追う」東京新聞の特集、2004 年 1 月日経新聞、2007 年 2 月「一人暮らし高齢者の孤独死」熊本日日
新聞などがある。

4）文献 8 によると、1995 年以前の新聞雑誌記事報道は 6 ～ 53 件、1995 年阪神淡路大震災以降急増し
600 ～ 200 件（2003 年）、2004 年新潟中越地震から再燃し 400 ～ 500 件、2006 年に厚労省による孤
立死させない支援策が打ち出されて 600 件以上となっている。

5）文献 33 より引用。また、文献 48 によると、1995 年 4 月 5 日付神戸新聞に尼崎市の仮設住宅で死亡
した 63 歳男性について「孤独死」という言葉が初めて使われた。

6）文献 2，3，8，10，19，33，35，42，43

7）社会実情データ「高齢者の人間関係の国際比較」、「社会的孤立状況（OECD 諸国の比較 Society at a 
Glance － 2005）」www2.ttcn.ne.jp/honkawa を参照。

8）報告書では、深刻化し増え続ける「孤立死」の発生要因と、社会問題として認識されるに至った背景
を分析している。「孤立」の背景には、1）核家族化・高齢化による家族構成の変化、2）借家やマン
ション居住による近隣意識の希薄化、地域社会との繋がりの途絶、3）未婚・離婚、失業等による一人
暮らしの増加や生活基盤の脆弱化（経済的孤立）をあげ、さらに、4）最近の単身高齢者・高齢者夫婦
世帯の増加やリストラされた中高年などの社会的孤立、5）特に都市部の閉じこもりや地域との繋がり
拒否として、社会的支援が必要なのに自ら孤立する主体的孤立があるとしている。

9）文献 42

10）高齢社会白書（2004 年）によると日本の高齢者人口 2431 万人のうち、介護保険認定を受けていな
い元気高齢者は約 85％で在宅生活を送っている（林　泰史著：高齢者の生活援助　その医学的理解と
援助のポイント，P11-12，文光堂，2007）とある。

11）文献 33

12）文献 12，28

13）文献 8 p32 には、常葉平団地における孤独死の類似点として、（1）男性の割合が高く、自立生活が
できていない人に多い（2）友人・知人がいない人に多い（3）親族との関係を断ち切っている人に多
い（4）近隣との付き合いがない人に多い（5）1 週間以上他人とのコミュニケーションがない人に多
いと指摘されている。

14）文献 50，52

15）文献 46 p70 より引用。

16）文献 47

17）文献 31
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第 2 部

I．孤独死概念の検討

　孤独死についての論述についての総括の結果、その概念の不明確さが指摘される。「孤独

死」なる語は日本語として定着していない。前記の『大辞林』以外の国語辞典及び英和辞典

にもほとんど採取されてない。数冊の辞典を管見したが、次の二書にのみ記載されていた。

　　

　「看取る人もなく一人きりで死ぬこと」（『広辞苑』第六版 2008』）

　「dying alone [unattended]: solitary death; death without anybody present. 大都会の真

ん中で孤独死を迎える老人の数は増え続けている . The number of old people who die alone.

　[ entirely on there own, complete solitude ] in the middle of big cities in increasing 

year by year . There is a yearly increase in the number of old people who die on their own 

house without anybody knowing.」（『研究社 新和英辞典』第五版 2003）

　『広辞苑』では、語の説明が不明確である。和英辞典は訳語ではなく、解説である。英語と

しては成立しない単語である。因みに、ドイツの現代事情に詳しい畏友遠山義孝（明治大学

教授／ドイツ思想･文化専攻）と夫人ヘルガ（ドイツ人）も「孤独死」については、ドイツ語

の訳語はなく、上記和英辞典の説明とほぼ同じ説明をする以外にないとのことであった。日

本語特有の用語ではないかと推測する。

　既存の論述の「孤独死」の定義についてはすでに検討したが、共通する概念の内包は「誰

にも看取られない死」「死後長時間の放置」がその基本であり、それに「居住の場」「高齢者」

が付随する。居住以外の路上、路傍等での死亡は含まれない。

　今後の研究において、既存の調査データーや考究論証の文献研究にしても、また一定の対

象を設定しての実態調査研究にしても、孤独死の類型化が必要である。試みに類型化して考

察の手がかりとする。

　（A）生計･生活が通常で、特別な支障はなく、また社会的にも孤立することなく、常時他

者との交流を維持していた独居高齢者が、居住する場所で心疾患等の急病で突然死する場合。

　（B）他者との交流が希薄であり、社会的に孤立し、生計上の問題を抱えた中・壮年者、高

齢者が劣悪な生活環境の状況で、突然死（病死）に至るか、あるいは自死した場合。

　A と B との境界線を引くことは困難かもしれない。しかし、その一定の傾向性は明確であ

ろう。それによって、支援体制や対応も考えていかなければならない。

　今後の研究の方針は、この点を踏まえていくべきである。従来の研究の視点が、孤独死を

悲惨な事象として、独居高齢者を保護される存在、見守られる存在としての前提に立脚し、

調査･研究がなされ、主体的、自立的存在としての独居高齢者への対応が希薄であった。その

ため、社会的交流や社会的孤立が物象的・事象的な視点からなされ、独居高齢者の意識、心

情、信条、思想、人生観、世界観、教養・文化・趣味にかかわる活動等関する調査研究につ
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いては、ほとんど見当たらない。孤独死の調査研究は、A と B との類型を明確にし、多様な

方向から研究を進めることが必要である。

II．孤独、孤立についての人間論的・思想的・哲学的考究

　既存の論述で、「孤独」「孤立」についての人間論的考究がほとんど見られない。これにつ

いて、次の三氏の論述は注目すべきである。

　阿部志郎は、その著作で次のように述べている。一人暮らしの女性高齢者（78 歳）に民生

委員とケースワーカーが施設への入所を勧めたが、夫と一人息子の死んだこの家で死なせて

ほしいと懇願し、施設入所を頑なに拒否した事例が記され、「主人の死んだ家のあるところ、

そこが老人にとって地域社会ではないか。『この家で死なせてほしい』とのおばあさんの言葉

は、執念というより魂の叫びとして耳を傾けるべきものではないか。まさに『呻き』に違い

ない。・・・『孤独には耐えられても、社会的孤立には耐えられない』という思想がヨーロッ

パにある。そこで孤立から守る社会的システムをつくることに、ヨーロッパは力を注いでき

た。ところが、いかに社会福祉が充実して社会的な孤立からまぬがれたとしても、『孤独に耐

える』という前提条件を必要とする。社会福祉は人間の魂の問題には介入できないのだから。

孤独に耐えることが、老後の最大の人間的課題なのではあるまいか。」1）

　阿部の論述が指摘するように、老いていくなかで孤独にいかに耐えるかということが孤独

死研究の主要な課題として提起されなければならない。

　飛永高秀はボルノウの著作『人間と空間』や務台理作の著作『場所の論理学』に依拠しな

がら、人間の生活の場として「社会的居場所」と「人間的居場所」の双方の必要性について

論じている。2）

　「社会的交流」と「人間的交流」が相まって人間は孤立から免れるのである。社会的交流が

あっても人間的交流がなければそれは孤立していると言わざるを得ない。

　山口光治は、三木清の著作『人生論ノート』や谷口龍男の著書『出会いの哲学』に依拠し

ながら、「孤独」と「孤立」を論じ、さらに「看取られない死」は生活状況にかかわらずに起

こりうるとし、「一人で自宅において亡くなることが問題であるというのではなく、その亡く

なるまでの過程で、もし仮に支援が受けられたならば死に至らずに済んだかもしれない状況

があるとすれば、そのことが問題にされなければならないのです」3）と述べる。

　さらに、日本には死を忌む文化的風土があり、それが仏教と融合して、「隠れて死ぬ」「人

目につかないところで死ぬ」ことがよきこととする風潮が潜在している。

　仏典に次の言葉がある。「人在世間愛欲中、獨生獨死獨去獨来、當行至趣苦楽之地、身自當

之、無有代者（人間この世の愛欲の絆に繋がれて生きているが、突き詰めて言うと、ただ一

人で生まれ、ただ一人で死に、一人で去り、一人で来るのである。人間は自らの身と意との

所業によって、苦悩と安楽の境涯に住むのである。他者がこれに代わることはできない）」4）
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　このように、日本人には「隠れて死ぬ」ことをよしとし、「死は孤独である」とする美意識

が潜在する。

　野田正彰（精神科医）は次のように述べる。「何を苦しみ、何を悩み、何に嫉妬し、何と葛

藤するか。これらは、文化の中で決められている。自分が悩んでいるように見えて実は、そ

れを悩みとするのは、小さいころから身につけた文化の中から選び取っている。当然、文化

が違えば苦しみや悩みの型も違ってきます」5）

　日本人の文化は「死の看取り」を重視しない傾向がある。また、「看取られない死」は、一

般的な日常生活の中で時折発生する事象である。勤め先から帰宅したら、妻が死去していた。

旅行から帰宅したら、夫が死去していた。大学での欠席した学生を学友が訪ねたら、ひとり

暮らしのアパートで死去していた。このような事態はしばしば発生する事態である。

　問題は「看取られない死」が問題なのではない。その死に至る背景が問題なのである。関

係者の直接的な配慮があれば、あるいは避けられた死か、また関係者の直接的な配慮にほと

んど関係なく迎えた死かを峻別して、「看取られない死」を考察していく必要がある。

　これは先述のA型とB型との類型分類にかかわる問題である。B類型の「看取られない死」

の背後にある反人間的、反福祉的な状況と要因を究明することが課題である。それによって、

B 類型の所謂「予備軍（群）」の発見とその不作為的要因を解明し、対応策が構築されなけれ

ばならない。誤解を恐れずにいえば、A 類型については、その生前に、本人の自発的要請以

外に地域や縁者や行政が「孤独死防止」のために介入する余地はない。

　所謂「孤独死ゼロ作戦」はあくまで、B 類型を対象とした、対応策であることを確認して

おきたい。

　

III．調査･研究についての提言

　孤独死にかんする調査・研究を概観してみると、そこに二つの方向性が見られる。①死者

の生前の状況、遺体が放置された時間、遺体発見状況等の調査･研究と、②独居高齢者（また

は高齢者世帯）で、孤独死のリスクの高い、所謂「孤独死予備軍」の調査･研究である。事例

の関係から、①は大都会の団地（賃貸の集合住宅）および震災後の仮設・復興住宅等を対象

として進められ、②は、主として過疎地を含む地域を対象として進められている。既存の研

究では、①と②との調査･研究の方法と目的が明確でない。さらに②についての、リスクが高

く、関係者、地域諸機関、行政の対応が必要な場合と、リスクの低い場合との峻別が明確に

なる調査項目が非常に少ない。死後の調査と生前の遡及調査との関連性が明確にされていな

い場合も多く見受けられる。

　孤独死とされる死体と死後の推移の調査については、先行の調査･研究においてかなり精

緻になされている。しかし、生前の生活状況についての調査が多くの場合不充分である。特

に調査項目・内容については問題点が多く指摘される。
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　調査項目を概観してみると、多くの場合、対象者を「保護される者」、「見守られる者」と

しての前提の上で項目が設定されている。しかし、このような前提条件が正鵠であるとは言

い難い。この点を考慮して、調査内容について具体的な提言していきたい。

　まず就労（仕事）状況についてであるが、日本の農業は所謂「三ちゃんも農業」（用語とし

て『広辞苑』）に記載されている）といわれた。爺ちゃん・婆ちゃん・母ちゃんに支えられた

農業経営である。しかし、昨今は「爺ちゃん・婆ちゃん」の「二ちゃん」の場合も多く見ら

れる。農･山・漁村では、70 歳を超えた高齢者の多くが現業に従事している。また、大都市

部でも収入の多寡にかかわらず 70 歳を越えた高齢者が就労している場合も稀ではない。既

存の調査･研究では「生計」の項目では「年金」、「生活保護」以外の記載が見当たらない。孤

独死したとされる高齢者の生前の就労状況についての調査も重要な項目である。

　過疎地を含む地域の「孤独死」や「独居高齢者」のについての論述は多くはないが、そこ

では日本の歴史的な社会構造について考慮した論述は皆無といえる。日本では近世以来の

「檀家制度（寺請制度）」が残存している。特に、「農・山・漁村」と言われた地域には、この

制度が機能している。寺院の僧侶が年忌・月忌等には所属檀家を訪問して仏事を行う。これ

は、高齢者世帯、独居高齢者にとっては、重要な外部との接点･交流の場である。仏教教団と

関係の深い福祉系の学部･学科を有する私大も多い。寺院と檀家との関係を視点に置いた孤

独死の調査研究は見当たらなかった。これについての調査もそれなりの意義を有する。

　旧来の所謂「伝統的」仏教教団・寺院以外の、「新興宗教」といわれる教団やキリスト教系

の信者についても、聖職者と信者、信者同士の交流等が社会的交流を維持･促進している現実

がある。この点についての調査も重要である。

　檀家制度と連動して、日本社会には「講」という組織があり、地域によって規模は縮小さ

れたとはいえ、綿々と受け継がれている。講は「特定の寺社の檀徒・氏子などの一定の目的

を持った組織」、「宗教性を持ちながら、集落等の地域を中心とした組織」「宗教性は持たない

が、経済的な相互扶助の組織（頼母子講）や社交・趣味の組織（華講、茶講）」の三種に分類

できる。講が地域社会でどのように機能し、独居高齢者や高齢者世帯の生活とのかかわりを

調査･研究することも重要な研究の視点である。

　高齢者の学習・文化活動、サークル活動も活発である。パソコン、英会話等の学習会や俳

句、短歌、コーラス等の趣味の会、独居高齢者や高齢者世帯の高齢者のこのような人間的接

点･交流についての調査・研究がなされていないことも問題である。

　このような活動の結果、携帯・パソコンのメールを利用する高齢者も増加している。しか

し、既存の調査・研究では、高齢者のメール、インターネットの利用についての言及は見当

たらない。このような情報入手・通信手段は、高齢者の孤立を防ぐ効果的な手段である。そ

の実情の調査や、利用拡大の推進は高齢者の「孤立の防止予防」に裨益することは明らかで

ある。次の新聞の投稿記事は、このような推進の有効性を示唆している。56歳の娘（投稿者）

が離れて暮らす独居の 87 歳の老母に携帯メールの操作を教え、老母は近親者とよくメール
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の交信をするようになった、それは「娘や息子に電話したくても、仕事や家族がいると思う

と長電話もできない。遠慮しがちな母親にとっては、メールは時間や場所を越えられるコ

ミュニケーションの道具に見えたに違いない。……他の兄弟たちは喜んで、毎日母にメール

を送った。……携帯メールは家族のきずなを深め、母を元気にさせている。いくつになって

も向上心をもち続けることが大切だと痛感している」6）

　パソコン、携帯メールを使用している独居高齢者もあると推測される。そのような利用状

況を調査し、高齢者にこのような機器の使用法を学習させることも孤立の防止の対応策であ

る。また、聴覚に障碍があり、電話が利用しにくい高齢者にとって、パソコン・携帯メール

の利用は便利な機器である。

　既存の調査・研究で、サービスとして、配食や牛乳宅配についての調査は確認できた。そ

れは配達者によって異状が確認できるからであろう。新聞や郵便物が郵便受け箱に溜り、住

居者の異変に気がつくことが言われている。しかし、既存の調査・研究では、新聞購読の有

無が確認されていない。新聞が受け箱から取られたか否かはそれなりに安全確認の方法であ

るが、新聞を購読するか否かは、社会的な交流接点についての重要な考察資料である。また、

独居高齢者は多くテレビを見て過ごすといわれている。新聞を取る主な目的はテレビ番組覧

を見るためとも言われている。したがって、新聞購読の有無、定期刊行雑誌等購読の有無は、

高齢者の生活実態を知る重要なポイントであると思われる。公共図書館や喫茶店で、高齢者

が新聞、雑誌、書籍等を読む姿はよく見かけられる。このことから、出版物の宅配は勿論で

あるが、独居高齢者の読書についての調査も、その生活実態を知る重要な視点となることは

明確である。

　先般、放映されたテレビ番組「NHK スペシャル･無縁社会（2010/01/30/21 ～）」の視聴者

の反響は大きかった。

　この放映について、荻野詳三（筑波大学教授）は次のように評価する。「官報の記載には

『行路死亡人』。氏名不不詳、身元不明と冷たく記される。調べると、名前も身元も分かる

ケースがある。そうした 100 人を超える人たちの、死に至るまでの軌跡を追跡取材した上で

の力作。見ていて言葉を失った。優れた調査報道だ。昔からいう地縁、血縁。そして高度成

長時代以降は、過剰なまでに人々を取り込んだ「会社の人間関係」つまり社縁。それを失え

ば誰の身にも起こり得るし、『近い人』がそうなる」7）

　この指摘のように、高度成長期には「会社人間」、「仕事人間」が典型的な人間像として肯

定されてきた。しかし、近年、このような傾向は縮小し、「効率主義、成果主義、競争原理、

自己責任」が強調され、「社縁」もその基盤が緩んでいる。このような状況は、孤独死と深く

関係していることは明白である。

　この番組で「無縁死」という用語が登場し、死後に死者がどのように対応されたかが、追

跡取材されている。既存の調査･研究では、死後についての調査や論述は見当たらない。

　玉井威（同朋大学大学院教授）は「死者の人権」と題して次のように主張している。「死は、
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生の固有性の最後の証、最後の砦、存在証明であるべきである。……死者をして語らしめよ。

死者の復権を図るべきである。死者の人権が尊ばれてこそ、人はその生を全うできるであろ

う。そのためには死者の名が明かされ、記憶にとどめねばならない」8）

　死者が死後どのように対応されたかは、死者の全人生の集大成として重要であり、それは

死者の人権と尊厳にかかわる問題である。「孤独死」「看取られない死」が「無縁死」となる

か、「悼まれ、名が明かされ、人々の記憶にとどめられる」かは、精神的主体、人格の主体と

しての人間にとって大きな問題である。

　既存の調査･研究が、孤独死とした対象者の死後について触れた論述は皆無と言える。今

後この点に関する調査・研究は必須な課題である。それによって、死者の人間としての尊厳

が保持され、また生前の諸状況がより詳細・明確になっていくことは明らかである。

　

IV．結語

　孤独死、孤立死、独居死、無縁死といわれる「人間（人生）の終末」についての、調査・

研究・報告･記事等の論述・記述を概観し、それによって、このような「死の形」が明らかに

なり、このような死をいかに防ぐかに腐心しているか、そのために多くの関係者や一般人が

努力していることは十分に敬意をもって了解している。

　特に気づいてことは、孤独死の対象者を「見守られるべき人」「保護されるべき人」との前

提が固定化していると言える。また、孤独死を「悲惨、悲劇」として捉え、さらに、「悲哀、

憐憫」の意識すら感じられることがある。

　　しかし、人間は、前述のように、精神的主体であり、人格の主体であり、さらに、自ら

の文化を顕在的、または潜在的にその意識の内に有している。

　野田正彰（精神科医）は次のように述べている。「何を悩み、何に嫉妬し、何と葛藤するか。

これらは、文化のなかで決められている。自分が悩んでいるように見えて実は、それを悩み

とするのは、小さいころから無自覚に身につけた文化の中から選び取っている。当然、文化

が違えば、苦しみや悩みの型も違ってきます」9）

　内在化された文化は、伝統的・民族的・習俗的な側面と、自己の学習や経験や思索の中で

形成された側面がある。所謂「孤独死」の調査・研究においても、研究の対象とした人間が

有する死についての外的・内的な文化についての意識と行為について考究すべきと考える。

　既存の調査・研究は、その死に近接する生前と、死体の発見までを主要な対象としている。

しかし、人の人生は死において完結するのではない。

　事故死や医療ミスによる死にさいして、関係者｢この死を決してムダにしない｣との言葉を

聞くことがある。死者の生涯・全人生を敬意をもって総括し、その人生の行跡を、残された

者が記憶し、記録して、死者の人権は守られ、その尊厳は保持されるのである。孤独死、孤

立死の研究において、その対象になった人々は、言うまでもなくそれぞれに個々固有の人生
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があったのである。それゆえ、孤独死、孤立死の研究にさいして、研究者は、統計上の数値

操作に終始するのではなく、それが公表されるか否かにかかわらず、対象になった人々の全

人生を意識して調査・研究にあたることが、孤独死考察の必須条件と判断する。

（注 1）阿部志郎著『福祉の哲学』（誠信書房／ 1997）60 頁以下

（注 2）小松啓／春名苗編著『高齢者と家族の支援と社会福祉』（ミネルヴァ書房／ 2008）175 頁以下
（飛永の執筆部分）

（注 3）中沢卓実･淑徳大学孤独死研究会共編『団地と孤独死』（中央法規出版／ 2008）74 頁（山口の執
筆部分）

（注 4）『無量壽経』巻下　『真宗聖教全書』第 1 巻 32 頁　（　）内は上原の私訳

（注 5）「毎日新聞・夕刊」　2010 年 2 月 5 日

（注 6）「毎日新聞（長正子投稿）」2010 年 2 月 12 日

（注 7）「毎日新聞・夕刊」　2010 年 2 月 6 日

（注 8）「同朋大学佛教文化研究所報」第 22 号　2009 年 3 月 31 日

（注 9）「毎日新聞」・夕刊」　2010 年 2 月 4 日

１３０

上田智子、上原英正、加藤佳子、志水暎子、伊藤和子、森扶由彦、木下寿恵、藤原秀子、川角真弓



１３１

孤独死（孤立死）の定義と関連する要因の検証及び思想的考究と今後の課題

孤独死に関する文献一覧


